
令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

人 円
人 円
人 円

耐震診断補助件数 件 84 56 22 既存民間建築物の耐震診断補助件数

市内建築物の確認件数 件 1,153 1,199 1,301 建築基準法に基づく申請書の審査・確認件数。全件処理

管理事業名 建建築築指指導導事事業業
総合計画の

体系

大綱　６
政策　１
施策　２

都市形成
みどり豊かで安全・快適な都市空間づくり
良好な住環境の形成

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 8 土木費 （項） 1 土木管理費 （目） 2 建築指導費

部局名 都市計画部 予算執行所属 開発審査室

建築指導事業 （款）土木費（項）土木管理費（目）開発指導費　一般事務事業
（款）消防費（項）消防費（目）災害対策費　建築指導事業

市内建築物の安全性の確保等を目的に、建築基準法に基づく業務を行っています。また、災害時における市民の被害軽減のため、吹田市耐震改修促進
計画に基づき、既存民間建築物の耐震化に関する補助・啓発等を実施しています。主な業務内容は以下のとおりです。
・建築物等に関する申請書の審査、現場審査や許認可、また指定道路の道路種別の判定に関する業務
・違反建築物の未然防止や是正指導のための市内パトロール業務
・建築計画概要書の閲覧や写しの発行、建築確認台帳記載事項証明書の発行業務
・既存民間建築物の耐震診断・設計・改修補助、危険ブロック塀等の撤去等補助、市内建築物の耐震化啓発業務

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

耐震設計補助件数 件 28 18 11 既存民間建築物の耐震設計補助件数

耐震改修補助件数 件 36 49 23 既存民間建築物の耐震改修補助件数

成
果
の
説
明

確認件数については建築基準法に基づき実施しています。
平成30年度は大阪府北部地震の影響からか、建築物の耐震診断・設計補助件数が大幅に増加しました。また、令和元年度から分譲マンションにも耐
震診断・設計・改修補助できるよう制度を拡充しています。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A B B-A
国庫支出金
（経常費用
充当）

住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金のう
ち
分譲マンション耐震診断補助分　4,000千円の増
民間建築物の耐震改修補助分　8,425千円の減
危険ブロック塀等撤去等補助分　 4,787千円の減経

常
収
入

- - - -
- - - -

20,010 21,257 19,219 △2,038 
国国庫庫支支出出金金（（経経常常費費用用充充当当）） -- 2244,,884444  1155,,880022  △△99,,004422  

167 6,711 5,581 △1,130 

給与関係費
主に防災対策事業からの移管による
給料　13,698千円の増
手当　10,065千円の増

- - - -
- - - -
- - - -
- - - -
- 548 3 △545 

負担金・補
助金・交付
金等

分譲マンション耐震診断補助分（新設）　8,000千円
の増
民間木造住宅耐震改修補助分　16,850千円の減
危険ブロック塀等撤去等補助分　9,574千円の減

20,177 53,360 40,605 △12,756 

経
常
費
用

110033,,665500  110099,,447711  113311,,449999  2222,,002288  
7,270 9,797 9,527 △270 

- - - -
- - - -

負負担担金金・・補補助助金金・・交交付付金金等等 225511  5533,,556677  3322,,442233  △△2211,,114444  
- - - -

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

1,128 1,058 1,058 - A B B-A
- - - - 2200,,117777  5533,,336600  4400,,660055  △△1122,,775566  

8,359 9,223 11,175 1,952 112288,,221133  118899,,117755  119922,,660011  33,,442266  
4,190 9,510 25,054 15,544 行政サービス活動収支差額 △108,036 △135,814 △151,996 △16,182 

0 - - - - - - -
- - - - - - - -

124,849 192,626 210,736 18,111 - - - -
△104,672 △139,265 △170,131 △30,866 - - - -

特

別

収

入

- - - - 71 - - -
- - - - △71 - - -
- - - - △108,107 △135,814 △151,996 △16,182 

特

別

費

用

- - 0 0 108,107 135,814 151,996 16,182 
- - - - - - - -
- - 0 0 - - - -
- - △0 △0 - - - -
- - - -

△104,672 △139,265 △170,131 △30,866 
108,107 135,814 151,996 16,182 

決算額の
主な内容

主に民間建築物の耐震化補助に係る収入及び費
用の減による

- - - -
- - - -

3,436 △3,451 △18,135 △14,684 

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

令和元年度 373,978 515
平成30年度 371,030

令和2年度 376,944 559

令和3年3月31日現在の吹田市人口で算出すると、市民1人あたり559円のコストがかかって
います。

市民1人当たりのコ
スト

336
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令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給給与与関関係係費費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

人 円
人 円
人 円

耐震診断補助件数 件 84 56 22 既存民間建築物の耐震診断補助件数

市内建築物の確認件数 件 1,153 1,199 1,301 建築基準法に基づく申請書の審査・確認件数。全件処理

管理事業名 建建築築指指導導事事業業
総合計画の

体系

大綱　６
政策　１
施策　２

都市形成
みどり豊かで安全・快適な都市空間づくり
良好な住環境の形成

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 8 土木費 （項） 1 土木管理費 （目） 2 建築指導費

部局名 都市計画部 予算執行所属 開発審査室

建築指導事業 （款）土木費（項）土木管理費（目）開発指導費　一般事務事業
（款）消防費（項）消防費（目）災害対策費　建築指導事業

市内建築物の安全性の確保等を目的に、建築基準法に基づく業務を行っています。また、災害時における市民の被害軽減のため、吹田市耐震改修促進
計画に基づき、既存民間建築物の耐震化に関する補助・啓発等を実施しています。主な業務内容は以下のとおりです。
・建築物等に関する申請書の審査、現場審査や許認可、また指定道路の道路種別の判定に関する業務
・違反建築物の未然防止や是正指導のための市内パトロール業務
・建築計画概要書の閲覧や写しの発行、建築確認台帳記載事項証明書の発行業務
・既存民間建築物の耐震診断・設計・改修補助、危険ブロック塀等の撤去等補助、市内建築物の耐震化啓発業務

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

耐震設計補助件数 件 28 18 11 既存民間建築物の耐震設計補助件数

耐震改修補助件数 件 36 49 23 既存民間建築物の耐震改修補助件数

成
果
の
説
明

確認件数については建築基準法に基づき実施しています。
平成30年度は大阪府北部地震の影響からか、建築物の耐震診断・設計補助件数が大幅に増加しました。また、令和元年度から分譲マンションにも耐
震診断・設計・改修補助できるよう制度を拡充しています。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A B B-A
国庫支出金
（経常費用
充当）

住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金のう
ち
分譲マンション耐震診断補助分　4,000千円の増
民間建築物の耐震改修補助分　8,425千円の減
危険ブロック塀等撤去等補助分　 4,787千円の減経

常
収
入

- - - -
- - - -

20,010 21,257 19,219 △2,038 
国国庫庫支支出出金金（（経経常常費費用用充充当当）） -- 2244,,884444  1155,,880022  △△99,,004422  

167 6,711 5,581 △1,130 

給与関係費
主に防災対策事業からの移管による
給料　13,698千円の増
手当　10,065千円の増

- - - -
- - - -
- - - -
- - - -
- 548 3 △545 

負担金・補
助金・交付
金等

分譲マンション耐震診断補助分（新設）　8,000千円
の増
民間木造住宅耐震改修補助分　16,850千円の減
危険ブロック塀等撤去等補助分　9,574千円の減

20,177 53,360 40,605 △12,756 

経
常
費
用

110033,,665500  110099,,447711  113311,,449999  2222,,002288  
7,270 9,797 9,527 △270 

- - - -
- - - -

負負担担金金・・補補助助金金・・交交付付金金等等 225511  5533,,556677  3322,,442233  △△2211,,114444  
- - - -

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

1,128 1,058 1,058 - A B B-A
- - - - 2200,,117777  5533,,336600  4400,,660055  △△1122,,775566  

8,359 9,223 11,175 1,952 112288,,221133  118899,,117755  119922,,660011  33,,442266  
4,190 9,510 25,054 15,544 行政サービス活動収支差額 △108,036 △135,814 △151,996 △16,182 

0 - - - - - - -
- - - - - - - -

124,849 192,626 210,736 18,111 - - - -
△104,672 △139,265 △170,131 △30,866 - - - -

特

別

収

入

- - - - 71 - - -
- - - - △71 - - -
- - - - △108,107 △135,814 △151,996 △16,182 

特

別

費

用

- - 0 0 108,107 135,814 151,996 16,182 
- - - - - - - -
- - 0 0 - - - -
- - △0 △0 - - - -
- - - -

△104,672 △139,265 △170,131 △30,866 
108,107 135,814 151,996 16,182 

決算額の
主な内容

主に民間建築物の耐震化補助に係る収入及び費
用の減による

- - - -
- - - -

3,436 △3,451 △18,135 △14,684 

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

令和元年度 373,978 515
平成30年度 371,030

令和2年度 376,944 559

令和3年3月31日現在の吹田市人口で算出すると、市民1人あたり559円のコストがかかって
います。

市民1人当たりのコ
スト
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◆◆貸貸借借対対照照表表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無無形形固固定定資資産産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

ⅢⅢ　　財財務務構構造造分分析析 貸貸借借対対照照表表のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））
▽▽人人ににかかかかるるココスストトのの内内訳訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽▽経経常常費費用用のの構構成成割割合合 物件費の内訳（単位：千円）

▽▽分分析析指指標標 （単位：％） ▽▽そそのの他他特特記記事事項項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

ⅣⅣ　　総総括括
▽▽分分析析結結果果のの説説明明

▽▽分分析析結結果果をを踏踏ままええたた事事業業のの課課題題

勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額

勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 9,223 11,175 

- - - -

1,952 
- - - - - -

- -
- - - 9,223 11,175 1,952 
- - - - - -
- - - - - -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- -
- - - 85,727 100,851 15,125 

- -
- - - - - -
- - - 85,727 100,851 15,125 

22,,111177  11,,005588  △△11,,005588  - - -
イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - - -
- - - 94,949 112,026 17,077 
- - -
- - - △92,232 △110,367 △18,135 
0 - △0 
- - -

600 600 -
600 600 -

- - -
- - -
- - - △92,232 △110,367 △18,135 
- - -

2,717 1,658 △1,058 2,717 1,658 △1,058 

勘定科目 増  減  理  由
常勤・再任用 会計年度任用等 特別職非常勤

無形固定資
産

指定道路システムソフトウェアの減価償却による
減

2,472 1,098
合計(千円）

事業従事人数
年間従事延日数 年間従事延日数

17 243 63

167,728 

内、時間外勤務手当 6,435 

給与関係費等 164,158

分析指標　　　　　　　       　　年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差

B-A
16.0 11.0 9.1 △ 1.9

- - - -
84.3 71.8 78.9 7.1

事業再編により、令和元年度まで防災対策事業に含まれていた、特定建築物の耐震診断・改修の進行管理や既存建築物の耐震診断・設計・改修補助に
係る人件費を令和2年度から移管しています。
法に規定された事業であり、申請件数や建築基準に関する専門的知識の必要性から見て、必要最低限の職員数を配置しています。そのため、事業費の
過半を職員人件費が占めています。その一部に申請手数料を充当しています。
申請手数料は、建築計画概要書等の公簿証明発行手数料300円のほか、建築物等確認申請手数料が床面積の合計100㎡以内の33,000円～50,000㎡を
超える730,000円、建築物等許可申請手数料が33,000円～220,000円と建築物の数に28,000円を乗じた額などがあります。

建築主事業務は、民間の指定確認検査機関への開放に伴い、従来の審査業務は減少しました。一方、民間との連絡調整事務など新たな業務が増えてい
ます。また従来からの定期報告業務、建築物省エネルギー法の届出、長期優良住宅認定申請、建築相談業務、不動産取引に関連しての建築確認に係る
公簿の写しや証明発行等でも業務が漸増しています。今後も必要な専門的知識を有する職員数を確保し続けることが課題といえます。
阪神・淡路大震災や東日本大震災の教訓、また南海トラフ地震や上町断層帯を震源とする地震の被害想定から、建築物の耐震化は減災上重要です。今
後も既存建築物の耐震化補助を通じて、継続的に防災の啓発を行っていく必要があります。

給与関係

費

62.4%

物件費

4.5%

負担金・補

助金・交付

金等

15.4% 減価償却

費

0.5%
賞与引当

金繰入額

5.3%

退職手当

引当金繰

入額

11.9%

53 

1,362 

239 

7,288 

585 

0 2,000 4,000 6,000 8,000

旅費

需用費（修繕費を除く）

役務費

委託料

使用料及び貸借料

104(一般会計・建築指導事業)
－ 369 －


